
意見書案  第 号              

  

新型コロナウイルスの感染拡大防止及び国民の不安解消  

に向けた更なる対策の充実・強化を求める意見書 

 

新型コロナウイルスによる感染症は世界で猛威を振るい、国内でも

連日新たな感染者が確認され、感染経路が不明な者も増加しており、

日本は今まさに「戦後最大の危機」に直面していると言っても過言で

はない。 

本年４月７日、政府は、改正新型インフルエンザ等特別措置法に基

づき、本県を含む７都府県を対象地域とする「緊急事態宣言」を発令

するとともに、総額 108 兆円規模の「新型コロナウイルス感染症緊急

経済対策」を決定し、「国難」とも言える困難に立ち向かう強い姿勢を

示した。さらに、４月１６日には緊急事態宣言の対象を全国に拡大し、

本県は「特定警戒都道府県」に位置づけられた。このような状況にお

いて、国民の社会的不安を払しょくし、命と暮らしを守り、国民の安

全・安心を将来に渡って確保するためには、医療体制の充実・強化や

抜本的な感染拡大防止対策の実施に加え、事業継続や雇用の確保等を

担保する対策の充実・強化が必要である。  

よって、国におかれては、新型コロナウイルスの感染拡大防止及び

国民の不安解消に向けた更なる対策の充実・強化を図るため、下記の

措置を講じられるよう強く要望する。  

記 

Ⅰ 医療提供体制の充実、感染拡大の防止  

１  入院病床確保のため、一般病床に新型コロナウイルス感染症の

患者を入院させる際に医療機関に生じる経営上のすべての損失に

ついて、診療報酬の加算や新たな支援制度の創設等の対策を講じ

ること。 

２  無症状患者、軽症患者等を受け入れるホテル等宿泊施設の確保

に係る必要な経費の財源について、その全額を別途、国の責任に

おいて確保すること。  

３  新型コロナウイルス感染症に対応可能な医療専門人材の広域融

通を図る体制の整備に対し、医療専門人材の派遣を行う場合の派

遣元医療機関の減収に対する支援制度の創設など、財政的、技術

的、人的支援を行うこと。  

４  医療従事者の家族への感染リスクを低減するために、宿泊施設

の確保や費用等への支援を行うこと。  

５  医療現場で支障が生じているマスクや消毒液のほか、著しく逼



迫している簡易陰圧装置や防護服等の医療資機材不足を早急に解

消すること。 

６  社会福祉施設・事業所における事業継続および感染拡大防止を

図るため、運営費の補助や衛生用品の確保への更なる支援を図る

こと。 

７  新型コロナウイルス感染症に対する社会的不安の解消のため、

特効薬やワクチンを早期に開発し、医療機関において適切な診療

が受けられる体制を構築すること。  

８  必要な者に検査を迅速に実施できるよう、他の検査法の早期の

承認、迅速診断キットの早期開発、検査外来・発熱外来の設置を行

う等、検査体制の強化を図ること。また、民間研究機関等での検査

を積極的に行えるよう国として支援の充実をはかること。  

 

Ⅱ 事業活動の縮小や雇用への対応  

１  緊急事態宣言の対象となった都道府県の休業要請に協力して休

業する事業者に対する協力金について、一律に実施できるように

国が責任を持って財源を確保すること。  

２  中小・中堅企業の資金繰り対策や事業継続のために新たに創設

される給付金の早期給付、地域雇用の確保に向けた雇用調整助成

金の特例措置の対象期間延長、さらなる助成率の引き上げ、国の

融資制度の審査条件緩和等、地域経済に及ぼすマイナスの影響を

最小限に抑えるための総合的かつ抜本的な対策を早急に実施する

こと。 

３  感染拡大防止のため休業を余儀なくされた宿泊・飲食・イベン

ト業・観光業などのサービス業や、利用自粛により経済的損失を

受けている社会福祉施設等に対する経済的支援を行うこと。  

４  外食自粛の影響などにより需要が減少し、価格低迷や出荷抑制

を余儀なくされている農林水産物の生産者に対し、価格安定制度

では補い切れない所得減少や損失について更なる経済的支援を行

うこと。 

 

Ⅲ 国民生活の不安解消  

１ 新たに創設される生活支援臨時給付金(仮称)は早期に給付を行

うこと。 

２  小学校休業等に対する雇用労働者への対応助成金、フリーラン

スへの対応支援金の申請要件を緩和、煩雑な手続きを見直し、速

やかに支給できるようにすること。  

３  コロナウイルス感染症にかかる傷病手当支給の対象に、現在対



象となっていない事業主・家族従業者、フリーランスを加えるこ

と。そのための財政措置を国が行うこと。  

４  学校臨時休業対策費補助金の補助対象期間の延長、オンライン

授業等の学習環境の整備支援、再開後の各学校の実情に合わせた

「心のケア担当教員」の加配措置など、学校教育面での万全の支

援を行うこと。 

５  非常事態宣言地域における免許更新の延長申請が不要となるよ

うに政令を発すること。  

６  新型コロナウイルス感染症の特性を国民に丁寧に説明し、感染

患者やその家族等の人権や風評被害に配慮した対策を講じること。 

 

Ⅳ 地方公共団体等への財政支援  

１ 「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（仮称）」

については、地方が地域の実情に応じたきめ細やかな対策を実施

できるよう、自由度の高いものとすること。  

２  地方公共団体や医療機関等が行う各種対策に要する費用につい

て、特定警戒都道府県に位置づけられた地方公共団体、その中に

おいても感染者の発生状況を踏まえ、重点的な財政措置や早期終

息に向けた機動的な財政出動を行うこと。  
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